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は じ め に
筆者は2年 前 に,『デジタル化 とネ ッ トワーク化の融合が企 業活動 に もた らす影 響につ いての
一考察 ・一一IT発展の意味合 い とSCMの 課題解決の可能性 を中心 と して 一』(Dにお いて,「企業
が抱え るSCMに 関す る現状 の課題の背後 にある問題の多 くは,現 在進行 しつつあ るデ ジタル化
とネ ッ トワーク化 の融合 に象徴 され るICT(情報通信技 術)の 発展 が もた らすオー プ ンな デジ
タル ・ネ ッ トワー ク環境において想定 され る企業活動 に与え る変化 によ って解決 され る可能性が
高 いといえ るのではないか。具体 的には,「コ ミュニケー シ ョン」,「業務 ・組織設計の 白由度」,
「明確な全体 コス ト」 に関 しては,企 業はオ ープ ンなデ ジタル ・ネ ッ トワーク環境の活用か ら直
接的 な恩恵 を受 けることが想定 され る。 一方,「全体最適 の観点」,「組織 ス ピー ドの重要性」,
「コア(コ ア ・コンピタンス)へ の集 中と協働 に対する意識」 に関 しては,オ ー プンなデ ジタル ・
ネ ッ トワーク環境が もた らす根本的な ビジネス ・ルールの変更を トップ ・マネジメン トが どの程
度理解を して いるかの問題 と理解す ることが ロ∫能で ある」 と論 じた。 本稿 では,そ のなかで,
SCM概念 の中核 とな る 「コア(コ ア ・コ ンピタ ンス)へ の集 中 と協働 に対す る意識」 に焦点を
あてて,企 業間 コラボ レーシ ョンとしてのSCMの 現状 とそれをサポー トす る技術 サイ ドの現状
を概 覧す ることとす る。
☆(株)NTTデ ータ経営研究所
(D『 明大商学論叢』第86巻特別号(2004年3月)
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1.SCMの現状 につい て
IT関連 の調査会社であ るIDCの調 査によると,2004年における国内のSCMソ リュー ション
市場の規模 は2,637億円 とな り,前 年か ら2.8%のプ ラス成長 になっている。2004年の市場規模
をセ グメン ト別 に見 ると,ソ フ トウェア関連投 資が前年比5.1%増の386億円,ITサー ビス関連
投資が 同3.8%増の1,530億円 と増加 しているの に対 し,そ の他の投 資は同0.3%減の722億19と
マイナス成長 とな ってい る。IDCでは,同 市場が今 後5年 問 もほぼ同様 の水準で成 長す るとし
てお り,年 間平均成 長率(CAGR)を2.6%とし,2009年には,市 場規模が2,995億円 に達す る
と];・測 して いる。 この ように,SCMは,徐 々に浸透は しているが,爆 発 的に浸透 して いる状態
で はない。 しか し,ICTの飛躍的な発展 により,e-SCMの基盤 といえるIPネッ トワーク ・ブロー
ドバ ン ドを前提 と した企業間の ソフ トウェアが協調を行 うアーキテクチ ャが 出現 してきている。
これ らは,ま だ普及 しているとは 言いがたいが,技 術的な素地 という意味で は,整 いつっあると
言え よう。
2.SOA(service-orientedarchitecture:サー ビ ス指 向 ア ー キ テ ク チ ャ)
技 術 的 な 観 点 か ら の大 きな 流 れ と して注 目 され る の は,SOA(service・orientedarchitec-
ture)であ る。
SOAと は,日 本 語 で は 「サー ビス指 向 アー キテ クチ ャ」 と呼ば れ,大 規 模 な システ ムを1サ ー
ビス」 の 集 ま り と して 構 築す る設 計手 法 の こ とを指 す。 具 体 的 に,サ ー ビス とは,外 部 か ら標 準
化 さ れ た手 順 に よ って 呼 び 出す こ とがで きる ひ とま と ま りの ソフ トウ ェアの 集合 であ り,単 体 で
人 間 に と って 意 味 の あ る単 位 の 機 能 を持 つ もの を指 す 。 当 初,EAI(EnterpriseApplication
Integration)ベンダが 巾心 に な り,「個 々の シ ステ ムを"サ ー ビス"と して捉 え,業 務 プ ロセ ス
にの っ と って 各 サ ー ビスを 連 携 させ る」 と い う概 念 を 提 唱 したの が,SOAの 始 ま りで あ る。 具
体 的 な ベ ンダ と して は,ウ ェブ メ ソ ッ ドや テ ィブ コ,ア イ'オナ,ソ ニ ック ソ フ トウ ェア や ビ トリ
ァな どが挙 げ られ る。
SOAで は,個 々の ア プ リケ ー シ ョンの 開発 言 語 や動 作環 境 な ど は聞題 と され ず,共 通 の メ ッ
セー ジ交 換 イ ンタ フ ェー スに対 応 して いれ ばそ れ で よい。 また ,ア プ リケー シ ョンの一 部 を サ ー
ビス とす る こ と も可能 で あ り,複 数 の ア プ リケ ー シ ョ ンを ま とめ て一 つ のサ ー ビス とす る こ と も
で き る。 ソフ トウ ェア をWebサ ー ビス化 す る こと によ り,各 サー ビスがXMLで 記述 され た メ ッ
セ ー ジをSOAP((SimpleObjectAccessProtocol))〔2)でや り取 り し,連 携 して動 作 す る。
(2)XMLとHTTPな ど を ベ ー ス と し た 、 他 の コ ン ピ ュ 一ー夕 に あ る デ ー タや サ ー ビ ス を 呼 び 出 す た め の
プ ロ トコ ル(通 信 規 約)の こ と。Microsoft社、UserLandSoftware社、 及 び 、Developmentor社が
中 心 と な って 開 発 した 。
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SOAを実現する具体的な技術基盤の標準 としてWebサ ービスが有望視 されている。Webサ ー
ビス以外 に も,DCOM(DistributedComponentObjectMode1),CORBA((iommonObject
BrokerArchitecture)等もSOAに 含 まれ るが,今 後 の主 流 にな ると予測 されて い るの は,
XML,SOAP,WSDL(WebServicesDescriptionLanguage)(3)とい ったオ ープン な標準技術
をべ一 スと し,疎 結 合の形 で接続 され るWcbサ ー ビスである。現在,XMLを べ一 スに した標
準や標準案が多 く,中 で も,ソ フ トウェアの機能の遠隔呼び出 しの手順 を定 めるプロ トコル は,
XMLベ ースのSOAPが デ ファク ト・スタンダー ドの地位 を築 いて いる。 なぜ な らば,
・XMLに よ り,シ ステム間通信 のネゴシエー シ ョン ・コス トを大幅 に削減で きる。XML活
用 によ り,シ ステムは人手を介す ることな く自動的に処理を進めることがで きる。つ ま り,
システムがデータの意味を理解 できれば,あ る程度の自立的な処理 が可能 となるか らであ る
・XMLは,シ ステム間通信 の共通 言語 として優れたデータ表現構造 を持 ち,ビ ジネスの変化
に柔軟 に対応 可能 なデー タ基盤 を構築 することができる。つま り,XMLは,タ グによ って
データを区切 り,そ の名称 を記述す るとい う非常に単純 な仕組 みであ り,XMLデ ー タを ど
のように してDBか ら取 り出 し,特 定の スタイルに変換 させるかな どの処理 には周辺 技術 が
必要 とな るが,XMLは デー タ構造 の変化 に柔軟に対応可能 であるため,企 業 間の システム
通信にXMLを 活用すればデー タ形式の変化を吸収す ることができる
・企業間でや り取 りされ るデ ータ形式が変更 された場合で も,XMLで あれば システムの変更
が少 な くて済 み,傑 守費用を削減す ることがで きる。XMLを 活用 した システムはタグ名を
判断 して処理を行 うように設計 されるため,不 明な新規の タグがあ って も,そ れを無視す る
ことができる
か らであ る。
SOAの現状 であるが,SOAの 取 り組みは始 ま ったばか りであ り,事 例 もそれほ ど多 くはない
ものの,徐 々にSOAを 取 り入れた システ ムが構築 されて始 めて いる。具体的 には,IBM,BEA
システ ムズ,サ ンマイクロシステムズ,オ ラクル等の外資ベ ンダ,H立 製作所,NEC,富十通等
の国内ベ ンダがSOA対 応 ソ リューションを打 ち出 している。
日立製作所では,「HarmoniousComputing」を担 う一側面である業務開発 にSOAの アプロー
チを採用 することを宣 言 している。 同社では,IBMが提 唱す る 「eビジネス ・オ ンデマ ン ド」 や
HPの 「AdaptiveEnterprise」などと同様の コンセプ トと して 「HarmoniousComputing」と
いうコ ンセ プ トを提唱 している。 また,NECや 富士通で も,「HarmoniousComputing」と同
様の コ ンセプ トである 「VALUMO」(NEC),「TRIOLE」(富士通)の 取 り組 みの中で,SOA
に対す る取 り組み姿勢を明確 に してい くもの と予想 され る。
SOAに よるシステム構築事例 としては,大 日本印刷,菱 化 システム,三 井倉庫株 式会 社等 の
(3)Webサ ー ビスを記述す るための、XMLを べ一スとした言語仕様の こと。それぞれのWebサ ー ビス
がどのよ うな機能 を持つのか、それを利用 するためにはどのよ うな要求をすればいいのか、などを記述
す る方法を定義 している。
36『 明大商学論叢』第88巻特別号
取 り組みが挙 げられ る。大 日本 印刷では,オ ープ ン ・アーキテ クチ ャを採用 し,事 業部門毎に構
築 されていた基幹 システムを全社統一の システムに刷新 した。 また,菱 化 システムでは,三 菱化
学 の グルー プ企業 の新 しい連結経営情報収集 システ ムの構築 にあた り,Webサ ー ビスを中核 と
したSOAを 全面的に採用す ることによって,既 存 システム資産 の再利用 によ る開発 リスクの低
減,開 発期間の短縮,品 質の向上などを実現 した。 三井倉庫株式会社の システム再構築計画策定
フェーズでは,SOMA(ServiceOrientedModelingandArchitecture)の採用 によ り,シ ス
テムのス リム化や既存 システムを生か した再構築 の設計が迅速に進 め られた。従来は個 別の顧客
や業務ご とにシステ ムを構築 ・運用 していた ものに関 して,機 能 の標準化 と共 有化を実施 した。
ここで菱化 システ ム(設 立1970年4月1日,資 本金3億 円,売 上高193億円,従 業 員数611
名)の 事例を詳 しく見てみ ることとする。菱化 システムでは,前 述 したように三菱化学 グループ
の新 しい連結経営情 報収集 システムの構築に当た り,Webサ ー ビスを中核 としたSOAを 全面
的に採用す ることによって,既 存 システム資産の再利用による開発 リスクの低 減,開 発期間の短
縮,品 質の向上などが実現 した。具体的には,シ ステム構築にあた って,従 来のユーザインタフェー
スをそのまま 継承す ること,既 存連結会計 システムの統合,そ して,処 理の集中する締切 日前後
にもシステムのパフ ォーマンスを確保す ることが重要な要件であった。従来のユーザインタフェー
スは,MicrosoftExcelのテ ンプ レー トをベースとレていたが,要 件 に応え るため,フ ロ ントに
ピ
「Excel2003」を利用 して従来 のイ ンタフェースを継承 しなが ら,デ ータ収集処理をWebサ ー
ビス化 して フロ ン トとバ ックエ ン ドを連携 した。実際の処理 フロー は,
・グループ各社の経理担当者がユーザ インタフェー ス 上で決算 データを作成 した後,ユ ーザ イ
ンタフェース上 でデー タをXML化 する
・同時 に受付Ilとな るWebサ ー ビスを呼び出 し,決 算 データをサーバに送信す る
・サーバでは,デ ー タをDBに 格納 した後,逆 の経路で処理結果を返す
締め切 り前後などの処理 ピーク時に も良好な レスポンスを維持す るため,サ ーバでの処理を非
同期化す るなどの工夫 も施 されている。
SOAの課題 と今後 の展望 についてであ るが,U本 企業 において は,ビ ジネス ・プロセスの可
視化 を行 うことが課題 として挙 げ られ るが,SOAの 場合,ビ ジネス ・プロセスとソフ トウェア ・
サー ビスの同期が求め られるだけに,ビ ジネス処理単位 の整備/モ デル化が前提条件 とな る。今
後 ビジネス ・モデ リングの 一・般化が進む と思われるが,ア ットマーク ・アイテ ィによる ビジネス ・
モデ リングの実施状況調査によると,
・現在の実施率は 「社 内で実施 している」 および 「外部 コンサル タン トな どに委託 して実施 し
ている」を合わせて23%
・現在 は実施 していないが,必 要性 は認識 されて いる」との回答が44%
と,現 段階でSOA実 現の準備がで きている企業 は,ま だ少数派で あるよ うであるが,半 数近 く
の企業は,そ の必要性 を認識 して いる。
SOAを実現す る技術 基盤で あ るWebサ ー ビスの普 及を阻害 している要因 には,標 準部 品化
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が遅れ,最 新技術 を活用で きていないことが挙げ られ る。連結経 営やグローバル化 を進める企業
にとって システム連携のニーズは存在 しない どころか,増 加の一途 をたどっているが,そ の一方
で,現 状はベ ンダ主導の感が強 く,SOAを 実現す るための製 品がベ ンダ各祉 か ら相次 いで発表
されてい るが,独 自技術による部分 も多い。 ビジネスの変化 に対応 して システムを変更すること
が求め られるが,部 品の標 準化が遅れると,シ ステムの修正や他 の システ ムとの連携が容易に行
うことができない。 ビジネスのス ピー ドに追いつ くためには,ゼ ロか らシステムを構築するので
はな く,標 準部品の組み合わせ によってシステム構築がなされる必要があ る。標準部品が供給 さ
れなければ,毎 回部 品の標準化策定か ら始めなけれ ばな らない ことが多 く,何 度 も 「同 じよ うな
作業」 を繰 り返 さなければな らない。Webサ ー ビスは広い概念 で,適 用範囲 も広 いが,現 在の
標準 は基礎 的な基盤技術 に関す る ものが中心であ り,具 体的 に高度 なアプ リケー ションを構築 し
よ うとす ると独 自仕様 に頼 らざるを得ない。標準化が されな ければ,意 味のある システムの連携
を行 うことが難 しい。流通す るデータや供給 され るサー ビスが標準化 されていなけれ ば,コ ミュ
ニケー シ ョンは成立 しない。 また,コ ミュニケー シ ョンi基盤 と して有望 なXMLに つ いて も,タ
グの標準化 やデータの表す詳細 な意味の レベルでの統一 が必要である。
今後 は,基 盤技術 をベ ースに各業界や分野 に応 じたWebサ ー ビスの標準仕様の登場 など,標
準化への対応や機能拡張が進 むなかで,つ くり込 みがなされてい くことによって,SOAが 拡大
してい くのではないか と想定 される。
3.組 織 間 コラボ レー シ ョン と して のNVO(NetworkedVirtualOrganization)
とNEMS(NetworkedElectronicsManufacturingServices)につ い て
つぎに,企 業間 コラボ レー ションの現状 について触れてみることとす る。組織横 断型のSCM
と して,「特定分野で優 れた コアを もつ企業同士が,イ ンターネ ッ トを活用 す ることによ りコア
を相互補完的に結びつけ,そ の結果非常に高 い競争優位性 を持つ に至 った仮想企業体」 と定義 さ
れ るNVO(NetworkedVirtualOrganization)と「中小の電子機器装 置関連の製造業者がネ ッ
トワー ク化 し,設 計か ら製造 を請 け負 うサー ビスを提供す る仕組みで ある」NEMS(Networked
ElectronicsManufacturingServices)は,注日すべ きICTを活用 した企業間 コラボ レー シ ョ
ンのモデルであるが,そ の他 にも以下のよ うな組織横断的 コラボレー ションが存在す る。
・CPFR(CollaborativePlanningForecasting&Replenishment):
CPFRには,流 通 会社 とメー カーの情 報共有 に よって,在 庫 の極小化を,il能にす るといった
効果があ る。CPFRに よって,流 通会社 が 自社の在庫情報や売上情報を メー カー と供用す るこ
と,そ して,両 者が共 同で需要 予測を行 うことが 可能 とな り,ま た,メ ーカーが今 まで推定す る
しかなか った売上情報を人手で きるようになることで,よ り正確かつ長期的な生産計画 を実現す
ることが可能 とな る。 生産 計画 に限定すれば,ト ヨタのJIT方式 と類似す る仕組み である とい
え る。
38 『明大商学論叢』第88巻特別号
流通 コラボ レーションを行 うには,マ スタデー タの同期化が必要であるが,U本 で も経済産業
省 が進 めて い るSCM事 業 に よ り,環 境 が整 え られ て きてい る。 具体 的 には,経 済産業省 の
SCM事業 にて,商 品 ・事業所マス タデータ同期 化実証実験が行われ た。欧米で検 討 されてきた
GDS(GlobalDataSynchronization)はメーカー ・小売 の2層 モデル中心 であるのに対 し,日
本では3層 モデル(メ ーカー ・卸 ・小売)を 実現す ることとしている。GCI(グローバル ・コマー
ス ・イニ シアテ ィブ)が 推進す るマ スタデータ同期化 の仕組 みであるGDSは,デ ー タ同期化 プ
ロセスによつて,世 界 中の流通関連企業 間の商品マスタデータ,及 び事業所 マスタデー タの整合
性を維持す る仕組みであ り,GDSを 整備す る ことによ って,各 企業が共通 の言 語で情報 を共有
す ることが可能 になることが期待 されている。
・PDM(ProductDataManagement)
PDMで は情報の適切 な共有 とプロジェク トの進捗管理によ り,リ ー ド・タイムの短縮 が図れ
る。PDMの 役割 は,各 工程 で必要 となる情報 を統合的 に保持 す るデータベースを配 置 し,関 連
部門へ公開す ること,情 報 のバ ージ ョンや状態を管理す ること,そ してプロジェク トの進捗 を管
理す ることである。PDMを 導入す ることにより,例 え ば,図 面の変 更履歴確認のためにわざわ
ざ担当者に電話を した り,承 認待 ちの ドキュメン トが どこで停滞 しているのかを探 し歩いた り,
といったわず らわ しさが減少す ることが期待 されている。亀
・WCM(WebContentsManagement)
Webサイ ト上の コンテ ンツを常 に最新 の状態 で管理 ・運営す るのは,サ イ トの規模 が大 き く
なれ ばな るほど大変な作業 とな り,コ ンテ ンツの作成,内 容の承認,Webサ イ トへの反映,占
い情報の削除,と い うプロセスの中で,作 業の手戻 りや変更,確 認作 業が頻繁 に起 こるので,コ
ンテ ンツのバー ジョン管理機能,承 認のための ワー クフロー機 能な どを有 しているWCMは ,
コンテ ンツ作成 にかかわるスタッフの コラボ レー ションを強化す る役割 を担 っている。
NVO(NetworkedVirtualOrganization)とは,前 述 したように,「特定分野で優れ たコア
をもつ企業 同士が,イ ンターネ ットを活用す ることによ りコアを相 互補完的に結 びつ け,そ の結
果非常 に高い競争優位性を持つに至 った仮想企業体」 と定義 され,シ ス コシステムズが提唱 して
いる組織概念であ る。NVOの 現状 に関 しては,大 手企業 ・グルー プを中心 にNVO的 アプロー
チが取 り入れ られている。NVO的 な アプローチを取 り入れて いることが広 く知 られてい る海外
の企業 には,ウ ォルマー ト,デ ル,GE,ノキア,シ スコ等 があげ られ る。 日本企業で は,み ず
ほ銀行,セ ブンイ レブ ン,イ オ ン 等 が取 り組んでいる。
シスコでは,オ ーダーの9割 以上 をオンライ ンで受付,そ の大部分 を契約 製造企業が製造 して
お り,オ ーダーの相当部分はチ ャネルパー トナーによるものであ り,オ ンラインで注文を シスコ
に伝えて いる。組み 立てが終 わ った製品の多 くはシスコの ファシリテ ィを経由せず,物 流 会社 に
よって直接,顧 客の もとに届 け られ る。
ここで,日 本 シスコシステムズ株式会社(1992年設立,資 本金22億 円,売 上高1,554億円,
従業員数約950名)の事例について触 れてみたい。 日本 シスコシステムズは,そ の中核業務で あ
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るネ ッ トワー ク機器の製造 ・販売 にNVOを 適用 しているだけで な く,経 営管理か ら間接業務 に
至 る社 内の さまざまな分野にNVOを 採 りいれ た。具体的 には,ユ ーザ部門が決済権 を持つ こと
によって,コ ス トの使 い方に対 して責任 が生 じるCFP(ClientFundedProject)モデル と呼ば
れる予算管理手法を導入 した。CFPで は,ユ ーザ事業部門が新規のITプ ロジェク トを予算化 し,
当該事業部門の管理職 が新規ITプ ロジェク トのROIに 責任 を持つ。過去 のIT部 門は財務部 門
に所属 し,財 務部門が全祉 のITプ ロジェク トの遂行や運用を行 った。 また,CFPモ デル と並行
して,標 準的な技術や標準 的な製品をで きるだけ用いて いこうとす る方針が導入 されてい る。IT
関連技術 と機器の標準化 によって,社 内の導入 ・運用 ・社 内サポー トに関わる コス トの持続的な
削減 が可能 とな った。 その標準化によ って,社 内ITの バー ジョンア ップや国外へ展開す るに際
しての拡張性 が得や す く,し か も,標 準的な製品であれば各国 ・地域で入手 しやすい。 また,標
準化 によって,他 社 との協業時に システム上の連携が とりやす くなる。電 子商取引が シスコ製品
の取 引基盤 と して定着 し,製 造 面で のSCMが 行 われ るよ うにな ってか ら,特 に功 を奏 した とい
われ ている。
また,顧 客 中心主i義は,イ ンターネ ットで提供 してい るサポー トサー ビス とインターネ ッ トで
受 け付 ける受注処理 に現れて いる。 シスコでは,90年代 半ばか ら,セ ル フサー ビス式 のサポー
ト環境を拡充 し,2002会計年度 では,約250万件の技術的課題がオ ンラインltで解決 され,4億
5,500万ドルのコス ト削減効果を もた らした とされ る。 シスコのオ ンラインサポー トを使 うと,
顧客 はウェプサイ トを使 って技術的 な課題 の原因がどこにあるかを突き 止め,具 体的 な解決 に導
く知識を得 ることや最 新の修正プ ログラムを入手することがで きる。人による対応 を望む顧客 に
対 してはコールセ ンタが対応す るが,シ スコではSLAを 改正 し,電 話で はな くWebsite経由で
人的サポー トを要請 した顧客 を優 先す る仕組みにす ることによって コス ト削減を実現 した。ま た,
製品 の発注環境 に関 して も,2002会計年度で は,全 発 注の94%がイ ンター ネ ッ トヒで行 われ,
9,100万ドルの コス ト削減 につなが った とされてい る。最終顧客及びチ ャネル ・パー トナーに対
して最適な製品 ・組み合わせ ・コンフ ィギ ュレーションを見出すための情報 や支援機能をネ ッ ト
で提供 し,顧 客側がイニ シアテ ィブをとって製品を発注できるよ うに している。 ヴ ェブサイ トを
活用 した発注環境 において最 も重要 なのは,顧 客側が一件毎のオーダーを主体的に コン トロール
できることである。
1996年には,シ ス コのオペ レー ションに占める比重が非常 に大 き くな っていた保守 サー ビス
につ いて,サ ー ビスパ ー トナーのネ ッ トワークを構築 した。保守 サー ビスはシスコにとってク リ
テ ィカルな業務ではあ ったが,コ ア業務 として社内に保持す るのではな く,あ えてコ ンテキス ト
業務 と定義 しなお して,パ ー トナー に委託 した。競合他社 との差別化のために,要 請があ ってか
ら保守 ・修理 を行 うまでの時間の短縮をはか った。標準的な顧客 に対 しては,要 請があ ってか ら
8～10日以内にオ ンサイ トの保守 ・修理を行 うことを確約 してお り,当 時 としてはf分 とされ る
水準で あった。 その一方 で,別 契約を結んでいた優先顧客 に対 しては48時 間以内対応 の体制 を
とっていた。現在では,標 準 的な顧客に対 しては4時 間以 内,優 先顧客に対 しては2時 間以 内の
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対応 も可能 となっている。
社内 リソースのみで時間を短縮す るには,保 守担当技術者を増員す ることや拠点 の増設,各 拠
点に置 く保守パー ツの在庫量 を増やす必要があ り,効 率的な経営 とはいい難い。保守 サー ビスは
機器ベ ンダに とってク リテ ィカルな業務ではあるが,設 計 開発の ように,必 ず しも自社でや らな
ければな らないとい う性質 の業務ではない。そ こで,パ ー トナーは,ク リテ ィカルな業務である
だけに,万 一遂行で ミスが出た場合 には,信 用 失墜な どのダメー ジな どが大 き くなるので,保 守
サー ビスを自 らのコアとしている企業や専門家,す なわ ち,ハ ー ドウ ェアベ ンダ,補 修専 門会社,
デ ィス トリビュー タ,物 流企業,提 携 フ ィール ドエ ンジニアな どか ら選定 した。そ して,パ ー ト
ナーのオペ レーシ ョンにシス コの コン トロールが行 き届 くよ うに,ウ ェブアプ リケー ションを開
発す ることと した。
パー トナーのネ ヅトワークは シスコに非常 に大きな経済的便益 を もた らした。保守用部品の倉
庫 ・保管業務が実質的にゼロにな った。パー トナーが取 り扱 う部 品の在庫は全体で3億 ドルであっ
た。関連部門では200名の人員削減が 可能 にな った という。
また,会 計 にかかわる業務 プ ロセス,会 計デー タ,会 計 を扱 うERPシ ステムを統一 した こと
によ って,祉 内では 「バーチ ャルクローズ」(仮想的 な決算)と 呼ばれ る,世 界全体 の決算が一
日でできる仕組みを実現 した。95年時点で は,世 界全体の会計情報 を締 めるのに14日間かか っ
ていたが,現 在では,売 上 ・経費 ・営業利益が各国 ・地域で毎 日集計 され,当 日の うちにサ ンノ
ゼ本社で締 め られるため,財 務データが 日べ一スで得 られ るようにな った。
NVOの 課題 としては,NVOの システム全体 に適用可能 なガバ ナンスを確立す ることが難 し
い ことがあ げ られ る。 自社 だけでな く,複 数 の事 業主体 に またが った企業 活動 であ るため,
NVOの システム全体 に適用可能なガバナ ンスが存在 しなければな らな い し,実 現に際 して生 じ
る部門間の利害衝突,冗 長性 の排除,優 先順位 の見定 めなどを意思 決定す るために,ク ロスフ ァ
ンクショナルな位置付けが必要 となるが,こ れを実現す ることは難 しい。NVOの 今後の展望 と
しては,企 業の海外拠点の コン トロールや大規模 グルー プを中心 にNVO的 ア プローチが取 り入
れ られてい くことが考え られ る。 海外 の生産拠点を 日本 の本社 が コン トロールす る際 に,NVO
のアプ ローチが有効 であると考え られ る。生産拠点 は効率的 な製造 に徹 する一方で,本 社は付加
価値を飛躍的に高めるイ ノベー ションに集 中す るといった役割分担を可能 とす る。本社だけでな
く,子 会社 において もNVO戦 略をとらせ,コ ンテキス ト業務 を積極的 にアウ トタスキ ング して
い くことによって,グ ループの資産効率を飛躍的に高 あることが 可能 となる。
このよ うに,組 織横断型のSCMと してNVOを 活用 して,複 数の事 業主体 をまたが る形態 の
企業活動によ って利益 を挙 げてい る企業が登場 している。事実,NVOに よ って,市 場変化に適
応す ることが可能にな り,顧 客定着率の向 ヒ・売上数量の増大 ・製品の改良 ・製品 ラインナ ップ
の充実/最適化 による売 上高の増大が見込 まれ る。 また,コ ア事業への集 中 と継続的 な標準化が
可能 にな り,人 員削減 ・変動費の低減 ・固定費の削減 ・作業時間の短縮に よる会社規模 の コス ト
削減が見込 まれ る。そ して,店 舗網や製造設備 を 自社で保有せず,こ れまでの企業が拠 り所 と し
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ていた保有 に依拠 しない仮想 的な事業体 であるために,資 産効率 が高 まる。NVOを 目指す企業
はバ リューチ ェー ン全体の連携 を強化する結果,製 品在庫が滞留 しないことな る。
NVOは,「 特定分野 で優れた コアを もつ企業 同士が,イ ンターネ ッ トを活用す ることによ り
コアを相互補完 的に結 びつけ,そ の結果非常 に高い競争優位性を持つ に至 った仮想企業体」 とさ
れているが,形 態的に は,垂 直的な企業 間 コラボ レー ションと捉えることがで きる。
一方,「中小の電子機器装置関連 の製造業者がネ ッ トワーク化 し,設 計か ら製造を請 け負うサー
ビスを提供 す る仕組 み」 と定義 され るNEMS(NetworkedElectronicsManufacturingServ-
ices)であるが,NEMSは,そ もそ も,EMS(ElectronicsManufacturingServices)として
始 ま った。EMSと は,電 子機 器装置 の製造,お よび,必 要 な らば設 計 も請 け負 う委託製造 専門
会社 の提供す るサー ビスの ことを指 し,90年代後半か ら注 日された仕組みであ る。国際的な競
争が進むにつれ,独 自の製造部門 を維持す るよりも,製 造専門の会社に委託(ア ウ トソー シング)
するほうがコス ト的 に有利 である と判断 され,委 託製造す る例 が増えてきた。従来の電子機器は,
メーカーな どが設計 したあ と,自 祉の製造部門で製造す るか,系 列の(国 内外 の)子 会社や関連
会社 で製造 す るのが一一般 的であ ったが,90年 代のア メ リカの電子機 器 メー カーは,製 造 を完全
に海外の製造業社 などに外注 し,受 発注 を電子化することで コス トを劇 的に削減 し,納 品 までの
ス ピー ドを高め,飛 躍的な競争力を得ることに成功 した。
多数のEMS企 業が競争す ることによ り,製 造技術の 向上や コス トダウ ンに も大 き く寄与す る
こととな り,EMSサ ー ビスを利用す ることによ り,メ ー カーは,製 造 のために余分な コス トを
費やす ことな く,製 品の開発 や設計に専念す ることがで きるとい うメ リッ トを得 ることが 可能 と
な った。 また,EMSサ ー ビスを提供 す る側 に とってみて も,各 祉か らの委託 をまとめて受 ける
こ とにより‥ 一社 だ けの需要 に左右 されずに,安 定 した需要を見込め,生 産 ラインや設備 などの
有効利用を図 った り,大 量 の部品調達によるコス トダウ ンな どを実現す ることが可能 とな った。
このような流れの中で,最 近 の注 目すべ き動 きが,ICTを活用 したNEMSで あ る。 これ は,
従来 ではネ ッ トワー ク化 が難 しか った一芸 に秀でた巾小 の製造 企業が,ICTを活刑 して,ネ ッ
トワー クを介 して擬似的 な集合体 と して,設 計か ら製造サー ビスまでを提供す る。ICTの発展
によって,規 模 の経済性を低減 し,ビ ジネスへ の参入 を可能 にし,中 小規模の企業が集合す るこ
とによるシナ ジーを獲得 した典型的 な例 である。
具体的 には,Webポ ータル サイ ト等を利用 して,企 業間の受発注 をマ ッチ ングする仕組みを
構築 し,企 業間 のコラボレー ションを実現 しているグループがい くつかある。近年,国 内需 要の
低迷や取引先企業の海外生産移行な どによ って,日 本 企業の得意 とす る 「ものづ くり」を下支え
す る基盤技術型企業の ものづ くり機能が低 下す ると共 に 「フルセ ッ ト型」 の生産体制が崩壊 し,
産業集積地域 の中で ものづ くりが完結 で きない状 況 にあるなかで,オ ーテ ックの 「ものづ くり
21」,エヌシー ネッ トワーク 「NCネッ トワー ク」,財団法人全国下請企業振興協会 「取引マ ッチ
ングシステム」 などの ネ ットワー ク ・サー ビスが運営 されてい る。
ここで,金 型設計 ・製造 のオーテ ック(設 立1995年,資本金2億1千 万円,売 上高20億 円)
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の事例を見てみ ることとす る。 オー テックでは,運 営会社 ミレニアム トレー ドを設立 し,ポ ー タ
ルサイ ト 「ものづ くり21」を運営 して いる。「ものづ くり21」では,発 注情報を随時サイ ト上に
開示 し,こ れを見た会員企業が電子 メールで見積 を提案す る仕組みである。現時点での成約率 は
まだ低 いが,ネ ッ トに掲載 され る注文の合計金額 は1カ 月で約30億 円を超 える規模 にまでな っ
ている。参加企業 は日本のほか,台 湾,韓 国,中 国な どア ジア地 域に も広が り,約8,000祉に達
する。実際,「ものづ くり21」では,大 手メーカーか らの発注情報 も多 く寄せ られている。 これ
に加えて,特 定企業の取 引の場 として試験運用 を してい る 「ものづ くりモール21」であ る。 こ
の 「ものづ くりモール21」では,閉 じた環境 の中でのNet調達サー ビスと して いるため,メ ー
カーは安心 して初めて取引する製造 業者 に発注でき,受 注側 ももの作 りに専念す ることがで きる
ために,お 互いが競争 力を高め られ る仕組み とな っている。また,「ものづ くりタウン21」では,
登録 が容易 にでき るオープ ンな環境 となっているが,「ものづ くりモール21」では,「ものづ く
りタウン21」の登録企業か ら,技 術力な どが…定の水準を満 たす製造業者のみが参加で きるこ
ととしてい る。「ものづ くりモール21」では,取 引口座を ミレニ アム トレー ドに対 して開設 させ
ることによ って,製 造業者 がメーカー側 と口座を開設す る必要がな くなる。実際,メ ーカーとの
日座開設 は,中 小の製造業者にとってハ ー ドルが高 く,煩 雑 な業務 も伴 う。 この リスクを引き受
ける代 わりとして,参 加 には審査が必要 となる。
他 の製造業者向けマーケ ッ トプ レイス と違 う点は,案 件 ごとに最適 な企業 の組み合わせで企業
連合 をつ くり,仮 想企 業,つ ま り,ICTを活用 して中小の専門技術のあ る企業を水平 に結ぶ ビ
ジネス ・モデルであることと,「ものづ くりモール21」で受注する仕事の大半は ミレニアム トレー
ド自身が,"エ リア トレー ド"と呼ばれ る,実 際 に足で稼 いで きたオ フライ ンでの営業 による仕
事 となっていることであ る。従来 のマーケ ッ トプレイスでは,水'ド的な仮想企業体 を通 した企業
的 コラボレー ションや,さ まざまな システムを付加 して箱を作 っただけで,仕 事 を受注する努力
を していないことが多いが,ミ レニ アム トレー ド(「ものづ くりタウン21」「ものづ くりモール
21」)では,開 発段階か ら生産 までの全てを請負 うプロジェク トを,仮 想企業 とい う形 で実施 し
ている。最初のプロジェク トとして,大 手メーカーが発売す る生 ごみ処理機 の一 貫 した製造過程
を任 されるというプ ロジェク トを行 った。生 ごみ処理機 に必要な部品を設計 ・製造 して調達,試
験,組 み立 て生産す るとい う一一貫 した製造-[程を 「ものづ くりタウン21」「ものづ くりモール21」
に参加する企業で行 って欲 しい と大手メーカーよ り依頼 された。 さらに,こ の試 みに続いて,運
転用の携帯電話通話用 のワイヤ レス ・ハ ンズフ リー ・ア ダプタの設計 ・製造な どがお こなわれた。
NEMSの課題 と展望であ るが,徐 々に,メ ー カー と製造業のマ ッチングを行 う仕組 みが注 日
されるようになったことか ら,今 後の一層の進展が考 えられる。 しか し,本 格的 にコラボレー ショ
ンの成立を させるためには,よ り活発な利用を促す施策 や製造業者 に競争力を持 たせ ることが必
要 にな ると考え られ る。先進的なメーカーほコス トのかかる系列業者以外 に発注す るようになっ
てきてお り,新 たな調達先を開拓す る必要性が生 じている。また,海 外の攻勢に苦戦を強い られ
た国内 メーカー も,EMSを 実現 させ,製 造部門を自社 か ら切 り離 す動き も見 られ るようになっ
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て きている。 これ までの国内の多 くのメーカーは,製 品を 自社内工場や系列 の製造業者 に任せて
きたが,そ れ ら"系列"と 呼ばれる閉 じられた生産 システムは,コ ス トや製造 ズ ピー ドにおいて
競争力 を失いつつ ある。
また,シ ステムの利便性 を向上 させるためには,会 員間の利用を さらに活発化 にす るための施
策が必要であるが,見 積か ら発注 までの一連 の情報交換 を可能にするWcbシ ステムは構築で き
て いるものの,Webilで契約 が成立 するには至 らない取 り組みが多いよ うである。 これを解 消
するためには,シ ステム活用 による成功事例の蓄積 ・公開 によ って,シ ステムを利用 しない会社
との差別化を図ることな どが考え られ る。メーカーは厳 しい要求を満たす業者を求めているため,
参加 している製造業者 に技術 とコス トの競争力 を持たせ ることが必須で ある。
NVOを 垂直 的企業 間 コラボ レー シ ョンとす ると,先 端的であ るNEMSは,水 平 的な企業間
コラボ レー ションと言 うことが できる。従来では難 しか った,機 会損失 コス トと取引 コス トの低
減 を,ICTを活用 す ることによって,同 時 におこな ったという点 では,興 味深 いモデルで ある。
終 わ り に
SOAに代表 され る新たなアーキテ クチ ャを もとにベ ンダはICT時代 の新たな ソリュー ション
体系を提示 して きている。その ソリュー ション体系 は,各 ベ ンダが提唱す る顧客企業のあるべ き
姿を実現するための ものであるし,ベ ンダ各社は顧客企業のあるべ き姿 に 「ビジネス環境 の変化
への迅速な対応がで きる組織」,「ネ ッ トワークによる仮想組織」,「柔軟 なコラボ レー シ ョンによ
る,動 的で活力のあ るビジネスの実現」等を掲げている。 このような企業活動 を実現 す るために
ICTを基礎 と した アーキテ クチ ャを設計 し,顧 客 に提示す る動 きが活発化 してきて いる一方で,
NVOとNEMSに 代表 される垂直的 ・水平 的な仮想企業体を通 した企業間 コラボレー シ ョンが
顧客 サイ ドにおいて も活発化 してきて おり,こ の二つの流れの今後の発展の度合 いを フォローす
る必要 があ る。 この二っの流れが符号す るところは,大 きな流れ として,企 業間 コラボ レー ショ
ンと してのe-SCMが,よ り広範 囲に実現 されてい くことにつなが る可能性が高いとい うことで
ないか。 この なかで,水 平型のNEMSの ような 日本 的企業間 コラボレ ・ーiションのモデルが活発
化 し,明 確な 日本型 のe-SCMモデ ルが提示 され ることが,日 本における今後のe-SCMの発展
を左右 することは言 うまで もない。
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